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研究成果の概要（和文）：本研究は行政資料の発掘とオーラルヒストリーに、既存の先進諸国の統治構造改革の
比較研究を組み合わせることで、戦後日本の統治構造改革史の特性を部分的に明らかにした。第１に、調整と独
立の諸機関、第２に、内政・国際・財務の政策ネットワークの並立、第３に、政策のアイディアを構想する諸機
関、の３層によって、統治構造改革は特徴付けられる。戦後日本においては、占領期の独立機関強化、高度経済
成長下の財務ネットワークの優位、１９８０年代以後の国際ネットワークの充実、冷戦終結後の改革による独立
機関の強化、そして２００９年以後の行政中枢の肥大化による官邸の各省行政の吸収という改革の変遷が検出で
きるのである。

研究成果の概要（英文）：This research clarified the characteristics of the history of governmental 
structural reform in postwar Japan by combining comparative research on governmental structural 
reform of the developed countries, based on the newly discovered administrative drafts and oral 
history records. Firstly, the reform of governmental structure is characterized by the balanced 
relationship between the coordination and the independent agencies. Secondly, the three types of 
policy networks, that is to say, domestic, international, and financial policy networks have been 
basic elements of the governmental structure. Thirdly, the issue networks, which have produced “
politics of ideas”, have influenced the governmental reform in the critical era of postwar Japanese
 administrative history.

研究分野： 政治学・行政学

キーワード： オーラル・ヒストリー　戦後改革　統治構造改革　独立機関　地方自治　内閣官房
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様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９、ＣＫ－１９（共通） 

１．研究開始当初の背景 
１９９０年代以降の日本で進行した政治

改革・規制改革・地方分権改革・省庁再編・
司法制度改革という一連の統治構造改革は、
２０１０年代に入ってさらに制度改革を進
行させ、政治構造そのものを変えつつある。
振り返れば、こうした統治構造改革は、太平
洋戦争の敗戦後、占領改革でまずは進行し、
さらに占領終結後の「逆コース」の下で変容
を遂げ、１９６０年代の憲法調査会・臨時行
政調査会・臨時司法制度調査会において改革
構想の下におかれ、１９８０年代以降に進行
した行政改革と民営化といった形で再登場
した。戦後日本の政治史は、たえざる統治構
造改革の下におかれたというべきである。し
かも、こうした全面的な統治構造改革は、と
りわけ第二次世界大戦後、日本に限らず各国
で進行した現象でもある。大戦中から戦後に
かけて、第１次・第２次フーバー委員会のも
とのアメリカやヨーロッパ諸国で進行した
「平時への復帰」のための政府改革が典型で
あるが、近年では、司法政治研究者の Ran 
Hirschl は、冷戦終結後の諸国で司法権が政
治に深く関与し、これに対し政治が司法への
改革と介入を図るバックラッシュが生じた
と 指 摘し、 こ うした 政 治状況 全 般 を
megapolitics と呼んでいる。また、１９９７
年以降のイギリスのブレア内閣下で進行し
た「憲法改革」では、スコットランド議会の
設置などの地方分権改革や最高裁判所を設
置する司法改革などが、労働党政権の政治革
新を体現した。 
研究代表者の牧原は、『内閣政治と「大蔵

省支配」』（２００３年、中央公論新社）から
『行政改革と調整のシステム』（２００９年、
東京大学出版会）の研究に至るまで、内閣制
度・政党政治へのオーラル・ヒストリー・プ
ロジェクトに参画しつつ、資料収集を継続し
ながら、戦後日本の政治史研究に取り組み、
他方で、個別研究としては、戦後の占領期か
ら１９６０年代までの司法権の形成を分析
するとともに、ブレア内閣下の地方制度改革
を追跡してきた。本研究では以上の背景をふ
まえて、占領改革から近年の統治構造改革を
俯瞰し、改革対象となった個々の機関を通底
する制度原理を確定しながら、とりわけ戦後
日本の政治の変容を国際比較を交えつつ再
構成することを課題とする。 
 
２．研究の目的 
本研究の内容は以下の通りである。 

 第１に、従来、統治構造改革については、
おおむね個々の機関の研究や、そのときどき
の批評的論説として扱われることが多く、総
合的に検討したものは皆無である。ここにお
いて必要なのは、良質なモノグラフによる個
別研究を進めた研究者を組織化して、研究会
を通じて、その知見を総合化する作業である。
そこで、本プロジェクトでは、司法権（牧原
出）、参議院（竹中治堅）、規制改革（秋吉貴

雄）、行政委員会（伊藤正次）、保守政党（小
宮京）など個々の機関に対するモノグラフの
蓄積の上に立ち、新たな資料の発掘・整理を
通じて、政治学、行政学、政治史学による知
見を統合して、歴史的視座から統治構造を総
体として分析することを目指す。 
 第２に、本研究では、戦後日本の統治構造
改革と諸外国の政府改革とを比較して、首相
ないしは大統領による政治指導強化いう軸
と、司法権、地方自治体、行政委員会など広
義の「独立」機関の強化という軸とが、互い
に対立し合いながら進行するものととらえ
る。前者は行政府の長の影響力を強化するが、
後者は行政府の影響範囲を限定する。二つが
絡み合う複雑な過程こそ、占領終結後のいわ
ゆる「逆コース」と呼ばれる統治構造改革を
巡る政治であり、２００１年以降の小泉純一
郎内閣以後の混乱した改革の政治も同様で
ある。国際比較の観点からは、Ran Hirshl, 
Keith E. Whittington などの近年の政治と司
法の比較研究および歴史研究、国と地方の相
互作用に関する R. A. W. Rhodes, Jerry 
Stoker らの研究、規制緩和に関する John 
Braithwaite, Michael Moran, Christopher 
Hood らの研究など、個別の分野を対象としな
がら、統治構造全般の展望を試みたモノグラ
フを蓄積しつつある。本研究では、これらを
広範にサーヴェイし、戦後日本における「内
閣」対「独立機関」という改革スキームの機
能と特性を国際比較の中で明らかにする。 
第３に、総務省自治大学校が所蔵していた

戦後自治史関係資料が丸善より公開され、貴
重な１９６０年代以前の自治庁関連資料の
存在が明らかになった。これは数量も膨大で
あるため、研究者を組織して分析することが
望ましいが、地方制度が統治構造の基盤であ
る以上、狭義の地方自治研究のみならず統治
構造全般に通底する理論を抽出する重要な
鉱脈であり、ここでは研究会メンバーによる
資料の分析を行い、それにもとづき戦後の地
方制度改革史を検討する。必要に応じて、東
京大学社会科学研究所が所蔵する『戦後財政
史口述資料』や、国立国会図書館憲政資料室
所蔵の『佐藤達夫文書』など、関係する膨大
な文書量のあるアーカイブを再検討する。こ
れにより、地方制度を核に、他の行政制度と
の連関を見定め、理論化するための枠組みを
構築する。 
第４に、１９９０年代以降の統治構造改革

については、インタビューをより組織化した
オーラル・ヒストリー・プロジェクトによっ
て、研究者集団が入念に準備した上で意思決
定の担当者に連続インタビューを行い、クロ
ス・チェックを経た上でその記録を公開する。
２００９年の政権交代により戦後が歴史的
過去になりつつあるため、オーラル・ヒスト
リーに応ずる公人は、従来よりも遙かに増え
るであろうことが予想され、プロジェクトは
かなり広範に進むことは疑いがない。よって、
本研究では、上記の争点に関わった代表的な



政治家・官僚へのオーラル・ヒストリー・プ
ロジェクトを新しく立ち上げて、記録を公開
することで確実な成果が期待できる。また、
牧原・秋吉・伊藤・砂原・手塚による１９９
０年代以降の運輸省における規制緩和、道路
公団民営化過程に関するオーラル・ヒストリ
ー、牧原・竹中・砂原・手塚による１９９０
年代の政党政治オーラル・ヒストリー、御
厨・飯尾・牧原・砂原による戦後の内閣制度
に関するオーラル・ヒストリー、飯尾・牧原・
秋吉による１９８０年代以降の行政改革オ
ーラル・ヒストリー、竹中による参議院議長
へのオーラル・ヒストリー、御厨による最高
裁判所裁判官へのオーラル・ヒストリーの各
プロジェクトがすでに終了しており、憲法上
の諸機関に関する貴重な談話記録が存在す
る。このような記録を、上記の公開文書の分
析、新しく取り組むオーラル・ヒストリー記
録との間で、クロス・チェックを行うことで、
戦後日本の統治構造改革を軸に、戦後政治を
歴史的に分析することが可能になる。これは
さらに１９９０年代以降の政治改革・行政改
革の基層を明らかにすることでもあり、２０
０９年の政権交代以後の政治分析の端緒と
もなるのである。 
 
３．研究の方法 
 本研究は以下の方法的特徴をもつ。第１に、
従来研究者が用いたことのない新資料をも
とに、統治構造改革に関わる戦後の重要な政
治的争点に対する歴史的研究を行うことで、
戦後政治史の新しい像を提示する。第２に、
ここで析出した政治史像を欧米諸国の統治
構造改革と比較することで、国際比較に堪え
うる枠組みを構築する。第３に、オーラル・
ヒストリー・プロジェクトを推進することで、
従来明らかにされていなかった事実をつき
とめ、これを公開することで広く学界に貢献
する。第４に、上記の諸成果に加えて、これ
まで研究代表者・研究分担者の行ってきたオ
ーラル・ヒストリーとクロス・チェックを行
い、より良質なオーラル・ヒストリー記録の
方法論を確立する。第５に、以上の知見を、
２００９年の政権交代以後の日本の政治変
化と関連づけ、現代の政治状況の基盤となる
政治構造について仮説を設定する。 
 
４．研究成果 
本研究においては、主として第二次世界大

戦後の日本を中心とする先進諸国の統治構
造改革を比較するに際して、次のような三つ
の枠組みを重ね合わせて構築する。第1には、
内閣・省庁からなる中央政府を、１９９０年
代以降の政策研究に由来する政策ネットワ
ークの枠組みを下に、3 つのネットワークの
複合体としてとらえる枠組みである。内務・
財務・国際からそれはなる。だがここには独
立機関が位置づけられない。そこで第２に、
ドイツ国家学に由来する古典的五省からな
る枠組み、すなわち内務・外務・財務・法務・

軍務を援用する。後二者は、第１の政策ネッ
トワークには含まれない要素であり、いずれ
も「司法権の独立」、「文民統制」による軍事
プロフェッショナリズムの政治からの隔離
など、独立性を体現する制度原理を保持して
いる。そして第３には、H.ヘクロのいう issue 
network ともいいうる「アイディアの政治」
の基礎となる部分であり、日本の場合は通産
省・経産省、諸外国の場合はおおむね政府中
枢の政治的任用職からなる機関である。こう
した要因は、上記２つのネットワーク・独立
機関の制度配置を根底から再検討する組織
的基盤である。戦後の諸国の統治構造改革は、
内務・財務・国際の３ネットワークを省庁の
基本形態とし、これに独立機関が周辺に配置
される構図を共通とし、それらに NPM や透明
性などの新しいアイディアに基づく改革を
絶えず図られた構図をとってきたのである。 
 日本の場合は、占領改革によって、内務ネ
ットワークでは内務省が解体し、統合性を低
下させた。その反面財務ネットワークは戦後
初期のドッジラインによる緊縮財政を要因
として、統合度を高めた。また１９６０年代
以降は政府中枢の内閣官房・総理府への影響
力浸透を強めることで、財務ネットワークが
内閣・省庁に強固に作用した。これに対して、
国際ネットワークはサンフランシスコ講和
で日本が国際社会に復帰した後、徐々に再構
築されていく。外務省を中心としつつも、各
省が専門的な政策分野ごとに国際化を進め
る。冷戦が終結した１９９０年代以降は、日
米同盟の再定義、日本の国際貢献策の模索、
経済摩擦への対応、通貨外交の深化といった
諸要因から国際ネットワークは、より多様化
したのである。 
 以上の変化に対して、相対的に独立機関の
独立性は脆弱であった。占領改革で、地方制
度改革、司法制度改革、行政委員会の設置と
いった独立機関の強化が図られたが、１９６
０年代の高度経済成長下での「新・中央集権」
における地方自治の形骸化、「司法の危機」 
の名の下、司法権への政治介入が行われるな
ど、独立性を重視する改革機運は希薄であっ
た。だが、１９９０年代以降、世界的な改革
潮流はむしろこうした独立機関の独立性を
強める方向へ向かった。Hirschl のいう
megapolitics の趨勢は、日本でも地方分権改
革、司法制度改革、日本銀行改革などにおい
てその傾向を具現したのである。だが、いず
れも２００９年の政権交代後、内閣が政治主
導の強化を模索する中で、民主党政権・第二
次安倍政権と継続的に独立機関の独立性を
弱める方向での改革が企図された。 
 これに対して、改革を駆動する issue 
network であるが、占領期の経済安定本部の
設置、石油危機への対応、１９９０年代の省
庁再編といった局面で、商工・通産省が重要
な役割を果たした。また２０１２年以降の第
二次安倍晋三政権でも、経産官僚が官邸を中
心に改革を主導する役割を果たしている。い



わば１０～２０年周期でこうした官僚集団
が一定の役割を果たしてきた。同様に、１９
５０年代後半から６０年代前半、１９９０年
代から２０００年代の税制改革を中心とす
る経済財政政策においては大蔵省・財務省が
政府を牽引した。かくして経済政策が他の政
策領域を牽引する形で、制度改革が図られて
きたのである。諸外国では、政策革新の基盤
となる issue network は、日本では制度改革
でも重要な役割を果たしたことが特徴とな
っているのである。 
 以上のような全体像を構築し直した上で、
本研究プロジェクトでは、内務ネットワーク、
財務ネットワーク、そして法務行政を中心に
オーラル・ヒストリーを通じて統治構造改革
の細部の検証を進めた。 
第１に、戦後自治史関係資料における地方

制度改革の検証である。ここでは、大蔵、農
林などの年史編纂事業を受けて自治史の編
纂が企図され、そのための座談会が多数企画
された。これらの特徴は、綿密な制度解説を
別に手がけた内務省幹部が、素朴な人物論を
展開するという複層性にある。制度論と人物
論の交錯が内務ネットワークの重要な特性
なのである。 
 そして第２に、オーラル・ヒストリーによ
る地方分権改革、省庁再編、財政ネットワー
クの再検討である。いずれも１９８０年代以
前に、部分的に準備されていた改革構想が１
９９０年代に急速に開化したことが特徴と
なっている。地方分権改革については、いわ
ゆる第一次地方分権改革で当面の改革課題
と将来の方向性を示した後、個別の改革課題
で戦略を立てつつ、長期的課題を見据える方
向で改革が唱えられた。この局面の段差は改
革の困難さを際立たせるのではなく、義務づ
け・枠付けの廃止などの諸改革が将来の長期
的課題の一段階として位置づけることを求
めている。２０００年代以降の改革は一見迷
走しているように見えるが、より長期的課題
の中に収めるという改革勢力の展望を前提
とした上で、その成果を評価することが求め
られているのである。そして財政ネットワー
クの改革は、細川護熙内閣の国民福祉税構想
から野田佳彦内閣の消費税率の引き上げと
いう財政再建を基調としつつ、省庁再編によ
る経済財政諮問会議への影響力強化、官邸へ
の影響力強化という方向性を検出できる。た
だし、２０１２年以後の第二次安倍政権下で
は、官邸と財務省は対抗関係に立ちつつあり、
必ずしも財政再建という財務省の政策目標
が政権に受け入れられていない状況にある。 
 以上から、２００９年以後の展開について
は、二つの政権交代を通じて、行政ないしは
官邸の権力集中が図られる一方で、１９９０
年代までの機関の独立性が弱体化しつつも、
確保されている。また官邸主導は、それと対
抗関係に立つ財務ネットワークの統合を弱
めている。だが、各省の課題を吸収した官邸
は、それ自体に各省間の紛争要因をも抱え込

んでいる。そこでは統治構造改革は、官邸の
肥大化とそれ自体の分立化として表れつつ
ある。この方向性は、将来において政権とそ
の交代が安定化すれば、官邸の肥大化の停止
と各省との適正な権限配分の実現を帰結す
るという見通しがここから得られるのであ
る。 
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